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～第２０回派遣トラブルホットライン報告～ 
   
今回は東京１カ所に集中しての対応となりましたが、日曜夜の NHK ニュース報道後は 

全国から電話が殺到し、最後の２時間で半分近い相談を受け付けました。 
日時  2007 年 6 月 16 日（土）・17 日（日）午前 12 時～午後９時 
窓口  派遣労働ネットワーク（東京ユニオン）  03―5338―1266 
対応  派遣で働く方の相談を、弁護士、NPO、ユニオンの相談スタッフが受け、アドバ

イスまたはトラブル解決に取り組みました。 

― 相 談 内 容 の 集 計 結 果 （項目別）― 

２日間で受け付けた相談 169 件（項目が複数にわたるため合計比率は 100％を超えます）。 
 

    相談内容 件数 比率 前回（比率） 

労働条件(契約変更・賃金・年休等） ４６ 27% １９（16%） 

解雇（契約の中途解除等） ２８ 17% ３２（27%） 

賃金不払い（不当な控除を含む） ２７ 16% ４（ 3%） 

契約と実際が違う ２３ 14% ２３（19%） 

雇い止め（契約打ち切り・更新なし） ２２ 13% １１（ 9%） 

偽装請負・二重派遣等 １８ 11% １８（15%） 

差別・セクハラ・いじめ １６ 9% １０（ 8%） 

派遣先への直接雇用要求等 １２ 7% １２（10%） 

労働・社会保険 １２ 7% １６（13%） 

労働災害・安全・健康 １１ 7% ３(3%) 

派遣先の事前面接による被害  １０ 6% ９（ 8%） 

退職トラブル ４ 2% ６（ 5%） 

仕事の紹介なし 4 2% ４（ 3%） 

紹介予定派遣 ４ 2% ５（ 4%） 

個人情報・プライバシー ３ 2% ４（ 3%） 

税金（通勤費への不当課税等）  ２ 1% ４（ 3%） 

その他 １７ 10% １４（12%） 

派遣関連相談の総件数 １６９ １１９件 
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今回の相談の特徴・ポイント（詳細は３ページ以下） 
 

 
○ 「派遣への切り替え」は企業リストラの万能薬か？ 

 
パートがアルバイトが請負が、本人同意もなしに派遣に切り替え 
転籍後も・・会社の方針が変われば、いとも簡単に「契約解除」 
労働者派遣法は今や、ずたずた、ぼろぼろに・・・ 

 

○ 進む低賃金化―細切れ契約悪用の労働条件切り下げ 
 
派遣元・派遣先指針を無視する相変わらずの「細切れ契約」 
「１ヶ月契約」の更新で、毎月労働条件が切り下げられた！ 
妊娠したら「雇い止め」・・「有期雇用契約」の悲惨 

 

○ 拡大する日雇い派遣トラブル―違法な賃金控除も 
 
携帯電話を利用した新たな労務供給業拡大で賃金ピンハネ横行 
「データ装備費」という名目の不当な賃金控除は返還を求める！ 
目に余る労働安全無視―「職業紹介方式」で雇用責任の明確化を！ 

 

○ 派遣スタッフの直雇用化要求を妨げる多くのカベ 
 
派遣先が正社員にしたいというのを妨害する派遣会社も・・ 
正社員へのステップ＝「紹介予定派遣」でも多くのトラブル 
派遣先による「派遣労働者の雇用申込み義務」に高まる関心 
 

○ 使用者責任逃れの偽装請負は許されない 
 
大手製造企業が繰り返す「派遣・請負きりかえ」の脱法行為 
本人同意なし、就業条件明示書なし、期間延長の協議なし．．． 
「偽装請負」「偽装雇用」の職場に頻発する労働法違反 

 

○ 違法な事前面接・詐欺的求人広告の取り締まりを 
 
事前面接を受けたのに・・１週間たっても契約確定の返事なし 
「正社員」募集のはずが、「期間契約？」・・デタラメ求人広告 
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相談事例から 

 

１ 「派遣への切り替え」は企業リストラの万能薬か？ 

本人同意なしの派遣切り替え 知らぬ間の派遣期間延長  

労働者派遣法の規制はどこに・・・・ 

  
労働者派遣とは、（派遣先）会社が人を雇うことなしに、派遣（元）会社からスタッフを

受け入れて利用するシステムです。力関係はユーザーである派遣先が派遣会社より圧倒的

に強く、しかも派遣先の責任がとても軽いため、実際に働く派遣労働者の権利は切り捨て

られがちです。 
特に派遣可能業務が 1999 年の法律改正で原則自由化されてからは、「安くて使い捨ての

きく常用労働者の代替」として一挙に拡大しました。 
 今回のホットラインでは、リストラのためには最低の法規制さえ守られず、権利が無視

される派遣労働者の悲惨な状態が浮き彫りになりました。 
 

【相談事例１】 女性 一般派遣 

契約社員として１年更新で 17 年働いた。その後、派遣業務が自由化を契機に、派遣会社

に無理矢理転籍させられた。派遣となってからは、半年ごとの契約更新を続け、そろそろ

５年になる。年齢が高くなってきて将来が不安だ。 

【相談事例２】 女性 秘書 

 社員の 10％をリストラするとの発表があり、かなりの人が派遣会社に転籍させられた。

これまで３年間、元の会社に秘書として派遣されて働いてきたが、今年になって会社の方

針が変わり、秘書は正社員でやっていくとして、契約解除の通告を受けた。 

【相談事例３】 女性 出版 クレーム対応等 

 アルバイトから派遣になった。出版会社では１年以上のアルバイトはできないので、残

りたいなら派遣に移ってくれと言われた。アルバイトの時の時給 900 円から始まって、５

年間で時給は 1070 円に上がったが、前からの派遣の人は時給 1400 円と聞いている。私の

賃金月額は 12-13 万円ほどだが、派遣料金の月額は 16-17 万円だという。納得がいかない。 

【相談事例４】 女性 出版 クレーム対応等 

 パートで働いていた会社が派遣会社をつくり、全員が了解もなく派遣に切り替えられた。 

今まで無期の契約だったのに２ヶ月更新の契約書が渡された。週４日勤務のはずが、暇な

ときは休みにされるし、社会保険も一部の人だけが加入していて不平等だ。 

   

 

２ 進む低賃金化―「細切れ契約」を悪用した労働条件切り下げが目立つ 

 
派遣スタッフの圧倒的多くは登録型で、雇用は不安定。「長期の仕事」と紹介されたのに

契約は「1 ヶ月更新」。いつでも首を切れるように短期契約を更新する、いわゆる「細切れ

契約」が横行しています。雇用が不安定なことにつけこんで、派遣先も派遣会社も平気で

無法を繰り返します。 
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妊娠しても正社員なら産前産後休暇や育児休業の制度があるのに、派遣だとたちまち契

約を解除されてしまいがち。今回のホットラインでは、「細切れ契約」を悪用した労働条件

切り下げの相談が目立ちました。 
 
【相談事例５】 女性  
 派遣会社が更新不許可になり、別の派遣会社への移籍話が進んでいる。働く場所は同じ

なのに時給は下がり、通勤費も出なくなるという。年次有給休暇だけは残日数分を引き継

ぐようだが、別の派遣会社に移るべきか迷っている。 
【相談事例６】 女性 専門業務 
 昨年 9 月から３ヶ月更新の派遣で働いてきた。先日妊娠したことがわかったため、６月

末での契約打ち切りを通告された。派遣先のコンプライアンス委員会へ申し出ようとした

ところ、派遣会社はそこまでするのはよくないという。派遣会社の担当はころころ代わっ

ていて（すでに５人目）、相談にのってくれるような人もいない。 
【相談事例７】 男性 ５０代 営業業務 
 営業業務をしているが、派遣ではなく１ヶ月単位の業務委託契約の形をとっている。日

給１万２千円だが、３件売り上げると月 5000 円の手当が出ていたのが、今度は 5 件以上売

り上げないともらえなくなる。こんなふうに毎月更新のたびごとに労働条件が切り下げら

れてきた。なんとか元に戻したい。 
 

 

３ 拡大する日雇い派遣トラブルー違法な賃金控除の返還を求める 

 
ワーキングプアの象徴ともみなされるようになった携帯電話利用の「日雇い派遣」で働

く人たちからの相談多かったのも今回のホットラインの特徴です。業界最大手のグッドウ

イルでは「データ装備費」という名目で１勤務 200 円の賃金控除を行ってきましたが、全

国ユニオンに加盟する派遣ユニオンは３月にグッドウイルユニオンを結成して、不当な賃

金控除の返還請求など多くの要求を掲げて交渉を続けています。 
日雇い労働は本来労働者派遣になじまないものであり、雇用者の責任を明らかにするた

めには「派遣」ではなく「職業紹介」方式として、適正な運用をはかるべきです。 
 
【相談事例８】 男性 日雇い派遣 
  日雇い派遣で働いているが、突然仕事がキャンセルされることがある。ところが派遣

会社は休業補償を払わない。携帯電話で示される就業条件も記載不足だし、待機してい

る時間は時給計算に入らない。ぜひユニオンに入って会社と交渉したい。 
【相談事例９】 男性 日雇い派遣 
  ４月まで日給制だったのが、５月から時給制になったら賃金総額がダウンした。デー

タ装備費という名目で 200 円控除されるだけでなく、登録時には制服も買わされた。不

当な賃金控除は１ヶ月で４千円でも１年なら５万円になる。さかのぼって返してほしい。 
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４ 派遣スタッフの「直雇用」化要求を妨げる多くのカベ 

紹介予定派遣への途中切り替え等、派遣会社の妨害は許されない 

 
正社員を希望する派遣スタッフが増大しています。派遣労働ネットワークが発行した「派

遣スタッフの『正社員』登用マニュアル」の注文は相変わらず続いています。しかし、長

期にわたり同じ派遣先で働いてきたが、派遣法の「派遣先の派遣労働者直接雇用申し込み

義務」にあたらないかという相談の一方で、３年になるところで突然契約が切られたとい

う相談もあります。また、派遣先から正社員にならないかと言われたが、派遣会社が妨害

したという相談も増えてきました。 
正社員になるためのルートとして徐々に拡大しつつある紹介予定派遣ですが、途中から

内容が大幅に変更になったり、実際は採用の予定がなかったり、いい加減な紹介予定派遣

に関する相談も寄せられています。 
 
【相談事例 10】 女性 印刷会社 パソコン操作 

  勤務している派遣先に気に入られて、正社員にならないかとの話があった。ところが

派遣会社が就職するなら手数料をとると行ったため、派遣先の社長が怒って没になった。

最近派遣元は、派遣先の経営が思わしくないといって、契約を切ろうとしている。 

【相談事例 11】 女性 外資系会社 プログラマー（紹介予定派遣） 

  ２ヶ月の紹介予定派遣の約束だったが、派遣先は途中から外注化に切り替える方針に

変わったようで就職の可能性はなくなった。それでも外注化の準備のため、あと１ヶ月

派遣期間を延長してほしいなどと虫のいいことを言っている。 

 

 

５ 大手企業でもまかりとおる「請負―派遣―請負」の脱法行為 

使用者責任逃れの偽装請負・偽装雇用は許さない 

 
2004 年の製造業務への派遣解禁を契機に労働者派遣事業は急速に拡大しました。しかし、

その一方で「請負・委託」の偽装や二重派遣などの違法な派遣も拡大しています。派遣と

請負を交互に使い回すことによって派遣の期間制限を免れようとする脱法的な事例が大手

優良企業でも大手を振るってまかりとおっています。 
また、雇用契約を業務委託契約と偽装して労働者を個人事業主として扱う「偽装雇用」

なども拡大しています。こうした職場ほど、労働法違反や労働災害によるトラブルが起こ

りがちです。 
 

【相談事例 12】 男性 半導体製造 

つい最近まで大手優良企業の製造現場で派遣社員として働いていた。正社員 600 名ほ

どに対し、派遣社員は何千人にものぼっており、請負だったり、派遣になったり、デタ

ラメを繰り返している。仕事は全く同じだが、派遣社員の賃金は手取り 10 万円に満たな

い者もいる。現場で負傷しても身分の保障は全くない。 

【相談事例 13】 男性 食品製造 

10 年勤続になる。ずっと偽装請負できたのが、昨年労働局の調査が入り派遣に切り替
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えられた。交替制で 12 時間連続勤務だが、実質 15 分賃金カットされており、時間外手

当もきちんと払われていない。 
   

 

６ 違法な「派遣先による事前面接」が横行している、 

ウェブ拡大による詐欺的求人広告の取り締まりも急務だ 

 

「派遣先による事前面接」は派遣労働者を特定する行為として禁止されており、派遣労

働者の希望に基づく「事前訪問」のみが認められています。しかし、現実にはいくつもの

派遣会社を「競合」させる実質採用選抜も公然と行われ、派遣労働者が選別されています。

しかも、事前面接が行われたからといって、肝心な労働条件・職場環境が正確に伝わるわ

けではありません。事前面接の禁止をもっと徹底すべきです。 
一方で最近は詐欺的な求人広告が目に余ります。「正社員」募集とありながら、「まずは

契約社員で」とか、広告に示された賃金より大幅に低い賃金での契約を迫られたりの事例

が急増しています。募集・採用時に被った損害は簡単に取り返しがききません。ウエブ利

用による求人広告も含めて、職業紹介段階での規制強化が求められます。 
 

【相談事例 14】 女性 一般派遣 
 「顔合わせ」と言われ派遣先に行ったところ、派遣会社数社が参加する「競合面接」

だった。面接では「長期（１年）で来てもらいます」とのことだったが、派遣会社との

契約は「１ヶ月更新」。長期と言いながら３ヶ月で終わることもあるし、事前面接の時

の説明と実際の仕事の内容が異なることも多い。 

【相談事例 15】 女性 空港業務  
  事前面接で派遣先に行ったが、元ライバル会社に勤務していたことがわかると即座に

蹴られた。派遣会社は当然私の履歴を知っていたのに断られても何も言わない。事前面

接は「研修」と称していたにもかかわらず、日当も交通費も全く支払われなかった。 
【相談事例 16】 女性 一般事務  

 官公庁に事前面接に行った。しかし、１週間たっても何の連絡もない。派遣会社に問

い合わせたら、役所から返事がないのでどうしょうもないと言っている。 

【相談事例 17】 男性 45 歳 建築現場監督 

  正社員の募集に応じたのに、契約書には「期間の定めあり」となっている。直してく

れといったら。45 歳だと「期間契約」しかない、といわれた。３ヶ月契約の更新と言い

ながら契約書には「業務の終了をもって契約を打ち切ることがある」との記載がある。

また、仕事がなくて待機した場合に賃金がもらえるのかも不安である。 

 

 
N P O 派 遣 労 働 ネ ッ ト ワ ー ク 

理 事 長  中 野  麻 美（弁 護 士） 
連 絡 先  新宿区西新宿 7－22－18 オフィス K ビル 1F 

             電話 03－5338－6250（担当：関根） 



「労働者派遣法改正要求」 

JCUF 全国ユニオン（2007 年 11 月 16 日・全国委員会確認） 
 
第１ 労働者派遣法抜本改正要求「３つの柱」 

「直接雇用」「無期限雇用」が雇用の一般原則です。 
「間接雇用」による「ピンはね」が労働条件を引き下げ、「有期雇用」による「細切れ契約」が雇

用を不安定化させることから、「間接雇用」「有期雇用」は例外的に認められるべきものとして極力

狭い範囲に限定すべきです。 
そもそも労働者派遣制度は、「ピンはね」を禁止する職業安定法（44 条「労働者供給事業の禁止」）

の例外として、専門性の高い業務や特殊な雇用管理を必要とする業務について限定的に認められた

ものでしたが、度重なる規制緩和により対象業務が拡大され、1999 年の原則自由化によって、ほと

んどの業務で間接雇用によるマージン取得が可能となりました。結果として「日雇い派遣」に象徴

される劣悪な労働条件の雇用が拡大し、「ワーキングプア」の拡大を招きました。 
全国ユニオンは、労働者保護の観点に立った労働者派遣制度の規制強化をめざします。 
労働者派遣法改正にあたっては、以下の３つを柱とする抜本改正を要求します。 
 

  

 ※ここでいう「マージン」とは、（派遣料金－賃金）を指します。マージン率＝（派遣料金－賃金）÷派遣料金 

 

第２ その他の労働者派遣法改正要求 

１、 常用代替の防止 
(1) 「常用代替防止」の明文化 

過去の派遣法改正時の国会審議において繰り返し確認されてきた「労働者派遣が常用代

替として活用されることを防止する」という原則を明文化すること。 
(2) 期間制限の強化 

「自由化業務」の期間制限「原則 1 年・最長 3 年」を「最長 1 年」とすること。 
(3) 業務制限の強化 

１、派遣対象業務の専門業務への限定 
1999 年派遣法改正時の対象業務の原則自由化が「日雇い派遣」を拡大させ、雇用の著し

い劣化を招いたことに鑑み、対象業務を 1999 年派遣法改正前に認めていた業務に限定する

こと。 
なお、対象業務となる政令指定業務の範囲（ポジティブリスト）については、高度な専門

性を必要とする業務という観点から厳格に限定すること。 

２、常用型派遣を原則とする労働者派遣制度への転換 
専門業務の派遣も「細切れ契約」（短期契約の反復更新）の横行により、ますます契約期

間が短期化し、雇用を不安定化させていることに鑑み、労働者派遣はすべて「常用型派遣」

とし、「登録型派遣」を禁止すること。 
なお、現在、登録型派遣で長期間（3 年以上）働いている労働者については、常用型派遣

に転換すること。 

３、マージン率の上限規制 
多額のマージン取得（「ピンはね」）が労働者の賃金水準を著しく低下させていることに鑑

み、有料職業紹介制度における紹介手数料の上限規制（10.5%）と同様に、労働者派遣制度

においてもマージン率の上限規制（例えば「25%以下」）を設けること。 



「自由化業務」を禁止し、「政令指定業務」については高度な専門性を必要とする業務に

限定すること。 
なお、派遣先による指揮命令がなじまない業務や緊密なチームワークを必要とする業務、

労働者や利用者の安全を脅かす危険性のある業務等については、対象業務としないこと。 
(4) 「日雇い派遣」の禁止 

「日雇い派遣」を禁止すること。 
(5) 「専ら派遣」の禁止の強化 

「専ら派遣」の定義を明確化し、「専ら派遣」の禁止を実効力のある規制とすること。 
 
２、 派遣労働者の権利保護 ～雇用の安定と差別の禁止のために 

(1) 直接雇用義務の強化 
① 期間制限違反による派遣先の「雇用申し込み義務」に加え、「派遣先が直接雇用したも

のとみなす」旨の規定（みなし規定）を新設すること。 
② 期間制限により派遣先に直接雇用された労働者の労働条件について、期間の定めのな

い雇用とし、派遣先の労働者との均等待遇を確保すること。 
③ 自由化業務における期間制限違反の直接雇用申し込み義務を実効あるものとするため、

期間制限違反となる日の通知要件を削除すること。 
(2) 直接雇用義務の対象の拡大 

労働者派遣法を逸脱して、他社が雇用する労働者を受け入れ、指揮命令下に置いた場合

（偽装請負、期間制限違反、事前面接など）には、「受け入れた事業主（派遣先）が直接雇

用したものとみなす」旨を定めること。 
(3) 派遣元・派遣先共同責任の強化 

以下の事項に関する使用者責任を派遣先・派遣元の共同責任とすること。 
① 時間外・休日・深夜労働に関する協定の適用（３６協定） 
② 年次有給休暇を取得に対する不利益取り扱いの禁止 
③ 妊娠・出産・育児・介護のための保障措置責任 
④ 労働災害の補償責任 
⑤ 一般健康診断 
⑥ 均等法の差別禁止規定 
⑦ 派遣労働者の個人情報の保護責任 
⑧ 派遣労働者の所属する労働組合との団体交渉応諾義務 
⑨ 労働・社会保険料の支払義務 
⑩ 派遣元倒産時の労働債権確保のための賃金支払責任 

(4) 差別禁止と均等待遇 
① 派遣元・派遣先による年齢・障害の有無・家族的責任等を理由とする差別（就業決定・

契約解除・解雇・ハラスメント等）を禁止すること。 
② 派遣先の労働者との均等待遇（労働条件・配置・指揮命令等）を定めること。 

(5) 労働条件明示の強化 
① 派遣元が派遣労働者に事前明示すべき就業条件の範囲を拡大すること。 
② 就業条件の事前文書明示義務の例外規定（施行規則 25 条但書）を廃止すること。 

(6) 紹介予定派遣 
紹介予定派遣により派遣先に採用される労働者の労働条件について、期間の定めのない

雇用とし、派遣先の労働者との均等待遇を確保すること。 
以上 



労働者派遣法改正による「日雇い派遣」禁止について 

（2008 年 2 月 22 日 格差是正と派遣法改正を実現する連絡会） 
 

第１ 「2ヶ月以下の派遣規制」は日雇い派遣の規制にならない 

「2 ヶ月以下の派遣規制」は、日雇い派遣の問題を解決することにはなりません。 
理由① 無保険状態を解消できない 

不安定雇用だからこそ最も必要な雇用保険。ところが、2 ヶ月以下の派遣規制では、日雇い派遣労働者が置

かれている無保険状態を解消することはできません。むしろ、一般の雇用保険（1 年以上の雇用継続見込み）

と日雇い雇用保険（30 日未満の雇用契約）の谷間に落ち込み、雇用保険にさえ加入できない無保険の不安定雇

用労働者を大量に生み出すことになります。 
理由② 「ワーキングプア」がなくならない 

「日雇い派遣」の拡大は、日給 10,000 円～12,000 円が相場だった肉体労働の賃金水準を日給 7,000 円程度

にまで下落させました。派遣会社が取得している 3～4 割のマージン分がそのまま賃金ダウンにつながってい

ます。日給 7000 円程度（交通費込み）では、１ヶ月に 21 日フルに働いても手取りは 12～3 万円。とても自

立して生活できる生活水準ではありません。99 年派遣法改正による派遣対象業務の原則自由化が専門業務以外

の業務（自由化業務）における「ピンハネ」を認め、労働条件の著しい低下を招いたのですから、自由化業務

の派遣を規制しない限り、低賃金をなくすことはできません。 
理由③ 不安定雇用を固定化する 

雇用調整に便利な日雇い契約や、1～3 ヶ月の短期契約を反復更新する「細切れ契約」の横行は、不安定雇用

を拡大しています。日雇いにおいては「明日の仕事はありません」の一言で収入の道を絶たれ、「細切れ契約」

においては「契約期間満了」の一言で契約を打ち切られています。1 日単位の雇用が 2 ヶ月単位になったから

といって使い捨ての構図が解消するわけではありません。「2 ヶ月以下の派遣規制」は、「2 ヶ月＋1 日」または

「3 ヶ月」契約の反復更新による「細切れ契約」の横行を助長し、不安定雇用を固定化させることになります。 
理由④ 労働災害が減らない 

5 年先、10 年先も働くことを予定している労働者に対してはあり得ないような不十分な安全対策、過酷な重

労働、危険な作業を、使い捨てを前提とする日雇いや短期契約の労働者には強いています。危険が伴う製造や

物流などの現場に、十分な安全教育や安全対策さえ講じることなく、慣れない労働者が派遣され酷使されれば、

必然的に労働災害は発生します。2006 年の東京都内の派遣労働者の労働災害は 1.5 倍に急増しています（2007
年 4 月 26 日・東京労働局発表）。1 日単位が 2 ヶ月単位になっても、使い捨ての構図が変わるわけではなく、

労働災害は減りません。 
理由⑤ 住居の確保が困難 

「ピンハネ」構造が生み出す低賃金は、住居さえ確保できない「ネットカフェ難民」を生み出しています。

その日その日を何とか生きていける程度の収入では、貯金はおろか、賃貸住宅に入居するための敷金・礼金や

家賃の確保さえ困難です。雇用促進住宅でさえ、日雇いや雇用保険未加入の登録型派遣労働者は入居できませ

ん。「2 ヶ月以下の派遣規制」では、低賃金や無保険状態を解消できませんから、住居の確保も困難なままです。 
 

第２ 対象業務の自由化によって生まれた「日雇い派遣」は対象業務の限定によって規制すべき 

「日雇い派遣」は、1990 年頃に「軽作業請負」（偽装請負）として誕生し、1999 年の派遣法「改正」（対象業

務の原則自由化）により合法化され、急成長しました。専門業務のみに限定されていた労働者派遣が、「対象業務

の原則自由化」によってあらゆる業務（港湾・建設などの禁止業務を除く）で解禁され、間接雇用・マージン取

得（ピンハネ）による不安定雇用・低賃金を拡大し、「ワーキングプア」を生み出しました。 
対象業務の原則自由化（ネガティブリスト化）によって生まれた「日雇い派遣」は、対象業務の限定（ポジテ

ィブリスト化）によって規制すべきであり、日雇いが求められる業務については職業安定法に基づく職業紹介で

対応すべきです。 
99 年の派遣法改正で解禁された「自由化業務」については「有期雇用契約」を禁止する（つまり「常用型派遣」

のみを認めることとする）派遣法改正が現実的な「日雇い派遣規制」です。 
以上 


